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《要 点》  

 
◆ 新型コロナ収束後にデジタル技術に支えられた「新しい日常」が展望されるなか、企業

は事業オンライン化・業務デジタル化を推進。これに伴い、今後わが国の生産構造は

大きく転換し、雇用機会も変化する公算大。 

 

◆ そこで、こうしたデジタル化による雇用の構造変化について、産業連関表などを用いて

試算すると、産業別では、「情報通信」が＋76.8％と大幅に増加する一方、「対事業所

サービス」が▲13.3％と大きく減少するほか、「運輸・郵便」が▲6.9％、「商業」が▲

2.3％とそれぞれ減少する姿。 

 

◆ また、職業別では、「システムコンサルタント・設計者」が＋38 万人、「ソフトウェア作成

者」が＋14 万人、「その他の情報処理・通信技術者」が＋８万人ほど増加するなど、労

働需要の増加は情報通信サービスの専門家に集中。他方、「自動車運転従事者」が▲

11 万人、「販売店員」が▲10 万人、「ビル・建物清掃員」が▲９万人減少するなど、「運

輸・郵便」や「商業」、「対事業所サービス」に特徴的な職業を中心に労働需要が大きく

下振れ。 

 

◆ こうした職業別雇用者数の変化は、デジタル化に直面して企業や家計が最適に反応し

た結果。このため、労働需要が減少する職業から、情報通信サービスの専門家などの

需要が大きく増加する職業に労働力が円滑にシフトすることが経済厚生の観点から重

要。 

 

◆ したがって、今後わが国は、デジタル技術に関する教育訓練の充実、求人と求職のマ

ッチングの機能強化、職務・スキルに応じた賃金設定の普及等によって、デジタル化を

支える人材の育成に、より一層力を入れる必要。 
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１．はじめに  

政府は経済財政諮問会議で、新型コロナを乗り越えた先の未来に向け、デジタル技術に支えられ

た「新たな日常」を構築することについて議論を進めている。「新たな日常」の構築には、あらゆる

分野でのデジタル化が不可欠であるほか、既にみられ始めているデジタル化の動きを元に戻さない

ことが重要としている。 

足許の動きをみても、多くの企業が事業オン

ライン化・業務デジタル化に積極的に取り組ん

でおり、これをコロナ後も定着させようとして

いる。 

例えば、多くの企業でウェブツールを用いた

テレワークが普及しつつある。テレワークの実

施率をみると、新型コロナ流行前は１割弱に過

ぎなかったが、2020 年４月には３割程度まで拡

大しており、その普及の速さには目を見張るも

のがある（図表１）。また、2020 年５月 25 日に

緊急事態宣言が解除された後も、様々な企業が

コロナ収束後もテレワークを基本とした働き方

を続けると発表するなど、今後もテレワークが

定着する可能性が高まっている。 

また、テレワーク以外にも、一部の飲食店で

は給仕ロボットの活用がみられるほか、医療現場では患者のオンライン診療が、教育関係の現場で

はオンライン講義が広がり始めている。さらに、ネットの活用が拡大していくなかで、情報セキュ

リティの担保についても関心が高まり、平時からセキュリティ・レベルの高いウェブサービスの活

用や PC などのウイルス対策の充実がますます求められるようになっている。 

このような恒常的な業務デジタル化・事業オンライン化を受けて、わが国の生産活動は今後大き

く転換する公算が大きい1。こうしたなか、業種別・職業別に雇用機会がどのように変化するのかに

ついて見通しを示すことは、政策担当者、企業経営者のほか、仕事を探している失業者や転職希望

者、就職活動を行っている学生にとっても、有意義と考えられる。そこで以下では、デジタル化によ

る雇用の構造変化を定量的に分析し、そのうえで、わが国として今後いかなる施策が求められるの

かについて考察する。 

 

２．デジタル化による雇用の構造変化 

本稿では、計算可能な一般均衡モデル（Computable General Equilibrium Model, 以下、CGE モデル）

を用いて雇用の構造変化を分析する。CGE モデルとは、産業連関表をベースに多部門一般均衡モデ

ルの数値解を計算できる数理モデルであり、関税や消費税率の変更、生産における中間投入比率の

変化といった与件の変化に伴い、各産業で生産量や雇用量等がどの程度増減するのかなどを分析で

きる。逆行列係数等を用いて最終需要の変化がどの程度の波及効果を持つかについて調べる通常の

 
1 山田（2020）を参照。 
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（資料）パーソル総合研究所を基に日本総研作成

（注）2020年２月以前の試算値は、2020年３月調査のテレワーク

実施率と今回初めてテレワークを実施した人の割合より算出。
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産業連関分析とは異なり、CGE モデルでは、各市場で需要と供給を均衡させるように価格が変化す

るため、与件の変化に伴う価格変化に対し、家計が効用最大化、企業が利潤最大化といった最適化

行動を行った結果としての生産量、雇用量の変化を分析することができる。この点で、中・長期的な

分析に向いている（詳細は本稿末尾 BOX 参照）。 

 

（１）前提条件：生産活動に占める ICTサービス投入の拡大 

ここでは、CGE モデルを用いて行うシミュレーションの前提となるシナリオについて検討する。

まず、事業オンライン化・業務デジタル化の定着は、生産活動における ICT サービス（産業連関表

の業種分類では「情報通信」）の中間投入比率が上昇する現象として捉えられる。例えば、直近の産

業連関表（2015 年）に基づけば、売上を１億円生み出すのに必要な ICT サービスの中間投入額は、

「対個人サービス」では 200 万円（生産額の２％）、「医療・福祉」では 100 万円（同１％）、「金融・

保険」でも 600 万円（同６％）程度となっている（図表２）。今後幅広い産業でデジタル化が進むと

すると、企業は同じ売上を上げるのにも、より多くの ICT サービスを利用しなければならなくなる。

一方、それ以外の中間投入、例えば広告宣伝費といった「対事業所サービス」などの中間投入比率は

抑制されると考えられる。 
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（資料）総務省を基に日本総研作成

（注）ICTサービス部門を情報通信部門と定義。各産業のICTサービスの中間投入比率＝各産業のICTサービスの中間投入額÷各産業の

国内生産額。2015年産業連関表の生産者価格評価表より算出。

（図表２）わが国におけるＩＣＴサービスの中間投入比率（産業別）
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では、ICT サービスの中間投入比率はどの程度上昇するとみればよいのだろうか。ここでは、ICT

わが国の ICT サービスの中間投入比率は先進国並みまで高まっていくとみるのが無理のない仮定だ

ろう。シンガポールやエストニアなどに代表される ICT 先進国における ICT サービスの中間投入比

率は、2015 年のデータでもそれぞれ 1.7 倍、1.5 倍程度、わが国の比率を上回っている2（図表３）。

また、こうした国々は、新型コロナを受けて今後さらに ICT サービスの活用を進める可能性も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって、本稿では、デジタル化のシナリオとして、わが国の ICT サービスの中間投入比率が

2015 年時点の２倍に拡大するケースを想定する。具体的には、各産業で、ICT サービスの中間投入

比率が 2015 年時点の２倍となり、同時に ICT サービスの増えた分だけ、他の産業の中間投入比率が

低下する3という想定である。ただし、ICT サービスの中間投入が増えても、それだけでは生産性は

上昇しないとする。つまり、単にデジタル技術を導入するだけでは企業は新たな製品やサービスを

 
2 なお、IMD の世界デジタル競争力ランキング（2019 年）で１位である米国は、図表３の ICT サービスの中間投

入比率のランキングで上位になっていない。この背景には、多くの企業が自社内に ICT 部門を抱えていることが影

響していると考えられる。例えば、大手小売店が自社内に大規模な ICT 部門を設置し、生産活動を行っている場合

には、産業連関表上は同企業内の ICT サービスは中間投入ではなく、小売業が生み出した付加価値として計測され

る。一方、わが国は米国と異なり、ICT 人材は IT 企業（ベンダー企業）に集中する傾向がみられる。独立行政法人

情報処理推進機構（2019）『IT 人材白書 2019』（図表２－１－１）によれば、2015 年における IT 企業とそれ以外

の企業（ユーザー企業）に所属する情報処理・通信に携わる人材の割合は、米国が 35：65 に対して、日本は 72：

28 となっている。この点からも、わが国における恒常的な事業オンライン化・業務デジタル化の進展を ICT サー

ビスの中間投入比率の上昇として捉えることは適切と考えられる。 
3 ICT サービスの中間投入比率を２倍にした後も、すべての産業において売上に占める中間投入比率は不変とし

た。 
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情報サービス（IT and other information services）の和。2015年の産業連関表の生産者価格評価表より算出。

（図表３）海外におけるICTサービスの中間投入比率
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生み出すことはできないと考える。実際、デジタル技術の活用が付加価値を生み出せるかどうかは、

デジタル技術を活用し新たな製品・サービスを生み出せるように組織や企業風土までも変革するデ

ジタル・トランスフォーメーション（以下、DX）を実現できるかにかかっているためである4。 

 

（２）シミュレーション結果 

①産業別にみた雇用変動 

2015 年の産業連関表5（36 部門分類6）を基に推計した CGE モデルによる上記シナリオのシミュレ

ーション結果をみると、まず、マクロの雇用量は変わらないものの、産業間で雇用量が大きく増減

することが分かった。 

2015 年時点の雇用量のシェアを勘案した、産業ごとの雇用量の変化率寄与度をみると、ICT サー

ビスが＋3.2％（変化率：＋76.8％）と大幅に増加する一方、「対事業所サービス」は▲1.3％（変化率：

▲13.3％）が比較的大きく減少するほか、「運輸・郵便」は▲0.4％（変化率：▲6.9％）、「商業」は▲

0.3％（変化率：▲2.3％）減少する（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 岩崎（2020）を参照。 
5 正確には、産業連関表に加えて、家計と政府の間の税金の支払いや社会保障負担・給付なども組み込むことで、

経済全体の財・サービス、資金の流れを捉える社会会計表（Social Accounting Matrix、以下 SAM）を基に CGE

モデルを推計。SAM の詳細については、武田（2018）や細江・我澤・橋本（2004）を参照。 
6 統合大分類（37 部門）のうち、仮設部門の「事務用品」は「その他の製造工業製品」に統合したため、分析に用

いたのは 36 部門となった。 
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（図表４）デジタル化による雇用量の変化
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こうした産業別の雇用量の増減は、以下のような産業ごとの生産構造や家計などの消費需要の特

徴などを背景に需給が調整された結果として理解することができる。 

第１に、供給サイドの要因が作用する。ICT サービスでは生産量を増やすために資本、労働といっ

た生産要素を以前より多く使用する。経済全体で資本、労働の量は一定であることから7、他の産業

では生産要素を ICT サービスに奪われ、生産量が下押しされる。とりわけ生産において他産業より

も多くの生産要素を必要とする産業では、下振れ幅が大きくなる。例えば、上でみた「商業」や「対

事業所サービス」は生産に占める生産要素の割合が比較的大きい部類に入る8。 

第２に、需要サイドの要因がある。家計の消費選好は財・サービスごとに異なっており、選好の強

い製品やサービスほど、需要の価格弾力性（の絶対値）が低い9。つまり、こうした製品・サービス

は生産物価格が上昇した場合でも、ほかよりも家計消費が下落しにくい。実際、産業別に選好の強

さをみると、「不動産10」、「対個人サービス」、「商業」、「飲食料品」が目立つ11ことからも、こうした

産業の生産量は減少しにくく、そのため雇用量は維持される（前掲図表４）。 

第３に、政府支出のウェイトの大きさも影響している。政府消費のうち、突出して規模が大きい

「医療・福祉」や「公務」、「教育・研究」では生産量、雇用量が維持される傾向がある12（前掲図表

４）。本稿の CGE モデルでは政府消費は基準年で固定しているため、ICT サービスの中間投入比率

が２倍になり生産物価格が変化しても、政府の産業別消費需要は変わらないことが影響している。 

 

②職業別にみた雇用変動 

次に、職業別雇用者数の変化を計算する。CGE モデルでは産業別の雇用量の変化しか計算できな

いため、各産業の職業別雇用者数13に、産業別の雇用量の変化率を乗じることで、わが国全体の職業

別雇用者数の変化を試算した。 

まず増加幅ランキングをみると、「システムコンサルタント・設計者」が＋38 万人、「ソフトウェ

ア作成者」が＋14 万人、「その他の情報処理・通信技術者」が＋８万人ほど増加するなど、労働需要

の増加は ICT サービスの専門家に集中する様子が確認できる14（次頁図表５）。前述の産業別の雇用

変動では、ICT サービスでの増加が著しかったが、ICT サービスの専門家の約７割が同産業に従事し

ていることが要因である（次頁図表６）。 

他方、減少幅ランキングをみると、「自動車運転従事者」が▲11 万人、「販売店員」が▲10 万人、

「ビル・建物清掃員」が▲９万人、「総合事務員」や「会計事務従事者」がともに▲６万人、「警備員」

 
7 本稿の CGE モデルは、資本ストック、労働力の総量を一定と仮定。 
8 本稿末尾の参考図表１を参照。 
9 需要の価格弾力性については本稿末尾補論を参照。 
10 家計消費額において不動産業のウェイトが大きい背景には、住宅賃貸業や帰属家賃分（持家等について賃貸住宅

の市場価格に沿った家賃を支払って住んでいるものとみなして計上する額）が含まれることが影響していると考え

られる。なお、住宅投資は固定資本投資に含まれる。 
11 本稿末尾の参考図表２を参照。 
12 本稿末尾の参考図表３を参照。 
13 2015 年時点の雇用マトリックス表（列部門×職業）を使用。 
14 なお、「記者、編集者」が＋６万人、「デザイナー」、「舞踏家、俳優、演出家、演芸家」がそれぞれ＋２万人増加

する結果となったが、これは本稿で「ICT サービス」と再定義した「情報通信」に、「新聞」や「出版」、「広告制

作」、「映像情報制作・配給」などの産業も含まれてしまうためである。今回想定しているのはデジタル化に伴う

ICT サービスの活用拡大であるため、こうした職業に対する労働需要は増加しないと考えられる。この点は 36 部

門分類のデータを使用することに伴う分析の限界である。 
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や「自動車整備・修理従事者」が▲５万人減少するなど、「運輸・郵便」や「商業」、「対事業所サー

ビス」に特徴的な職業を中心に労働需要が大きく下振れする姿となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38 

14 

8 
6 

3 2 2 1 1 1 
0

5

10

15

20

25

30

35

40

シ
ス
テ
ム
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
・設
計
者

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
作
成
者

そ
の
他
の
情
報
処
理
・通
信
技
術
者

記
者
，
編
集
者

機
械
器
具
・通
信
・シ
ス
テ
ム
営
業
職
業
従
事
者

デ
ザ
イ
ナ
ー

舞
踏
家
，
俳
優
，
演
出
家
，
演
芸
家

デ
ー
タ
・エ
ン
ト
リ
ー
装
置
操
作
員

通
信
機
器
操
作
従
事
者

写
真
家
，
映
像
撮
影
者

（万人）

（図表５）職業別雇用者数の変化
増加幅ランキング

（資料）総務省、内閣府を基に日本総研作成

（注）産業別の雇用量の変化率を産業別雇用者数に乗じることで算出。
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３．求められる人材育成の充実と労働市場の効率化 

こうした職業間における雇用者数の変化は、ICT サービスの中間投入比率の上昇に対して企業や

家計が最適に反応した結果である。このため、「自動車運転従事者」や「販売店員」、「ビル・建物清

掃員」など労働需要が減少する職業から、「システムコンサルタント・設計者」や「ソフトウェア作

成者」といった需要が増加する職業に労働力が円滑にシフトすることが経済厚生の観点から望まし

い。また、本稿ではデジタル化による生産性の向上は想定していないが、今後、AI やロボットの活

用進展によってこうした雇用の構造変化が増幅される可能性もある15。 

したがって、今後わが国はデジタル化を支える人材の育成に、より一層力を入れる必要がある。

具体的には以下の３点が重要であると考えられる。 

第１に、デジタル技術に関する教育訓練の充実である。業務デジタル化・事業オンライン化に有

益なウェブ・コンテンツの構築・運営や情報ネットワークのセキュリティに関する専門知識、さら

には顧客ニーズの把握に向けたデータ解析スキルなど、幅広い意味でのデジタル知識を社会人が習

得できる機会を増やすことが求められる。実際、デジタル技術に関する教育訓練が必ずしも対象で

はないものの、独立行政法人労働政策研究・研修機構による 25～44 歳の就業者を対象とした「働く

ことと学ぶことについての調査」を活用した分析16では、勤務先の指示で受講する教育訓練17は、個

人の能力の影響を除去しても、各個人のスキルレベル及び仕事遂行能力を高めることが分かってい

る。また、仕事の担当範囲、仕事のレベル、責任

の大きさといったタスクについても教育訓練に

よって改善されることが示されている。 

また、教育訓練の障害となっている長時間労

働を見直すなど、働き方改革も同時に行う必要

がある。OFF-JT（職場の外部で行われる教育訓

練）を活用しない企業にその理由を尋ねた内閣

府の調査によると、20～59 歳向けの OFF-JT に

ついては「活用したいが時間的余裕がない」との

回答が目立っている（図表７）。OFF-JT 費用の支

出が多い企業の方が、生産性が高い傾向がみら

れることからも18、長時間労働を是正すると同時

にデジタル対応のための教育訓練費用を増や

し、労働者の生産性を高めていくことがアフタ

ー・コロナにおける企業の生き残り戦略となる

だろう。 

 
15 OECD の研究（Nedelkoska and Quintini 2018 pp. 51）によれば、運転士、販売員、清掃員といった比較的単

純かつ定型的な作業が多い職業は、将来的に AI による自動化で喪失する可能性が高いとされている。また、

Acemoglu and Restrepo (2020)の pp. 2234 においても、産業ロボットの普及による雇用の喪失は、ブルカラー的な

職業（routine manual occupations、operators, assemblers, inspectors and production）や販売店員・事務員

（salespersons and clerks）でとりわけ影響が大きいことを実証している。 
16 Hara (2019)を参照。 
17 教育訓練は「半日以上、ふだんの仕事から離れて参加する研修や講習会」と定義。 
18 厚生労働省（2012）の第３－（２）－５表及び第３－（２）－６図を参照。 
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（資料）内閣府（2016）第２－２－３図より抜粋。

（注）20～39歳、40～59歳のそれぞれの階層に対して、OFF-JTを

活用していない理由について尋ねた回答の1位と2位の回答数を

合算して算出。回答企業数（有効回答）は762社（回答率9.5％）。

調査期間は2016年２月中旬～３月下旬。

（図表７）OFF-JTを活用しない理由

（歳）
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資金面で比較的余裕がある大・中堅企業では、デジタル技術に関する OFF-JT を充実させるほか、

とりわけ素養や意欲のある社員には大学院への通学を支援することでより高い専門性を身に付けさ

せることも一案である。 

他方、自前でデジタル技術に関する研修プログラムを組むことが困難な中小企業では、商工会議

所や経済同友会といった所属する業界団体などに企業ニーズをくみ上げてもらい、適切な研修プロ

グラムやセミナーを企画してもらうことが望ましい。 

ほかにも、ICT 企業の立地が少ない地方においては、地域の企業の実情などに理解がある現地の

大学・大学院等の教員に研修プログラムの講師を担ってもらうことも一案であり、大学との共同研

究等を通じて社員のスキル向上を図ることも有効だろう。この推進に当たり、大学教員が研修講師

や企業のアドバイザーを引き受けられるよう、所属する国立大学などにおいては、より柔軟に副業

を認めていくことも肝要である。学術研究や学生の教育が本業の教員に対して、負担が増えるだけ

ではなく、報酬面でもメリットが感じられるように、人事制度の見直しが求められる。 

職業教育訓練費用のサポートと資格制度の維持・更新という点で、政府の役割も欠かせない。将

来 ICT 関連産業への転職による賃金増が期待できても、足許の所得が十分になければ教育費用を捻

出できず、ICT 関連の職業への転職希望もかなわない。政府・自治体が費用面でサポートしていくこ

とが重要である19。また、資格制度については、デジタル技術に関する公的な資格の創出ないし既存

資格の公認によって、教育訓練の質を担保するこ

とが求められる20。 

第２に、求人と求職のマッチングの機能強化で

ある。求職者や転職希望者が大学院等でデジタル

技術を習得しても、その技術を必要とする企業に

就職できなければ、教育投資が無駄になりかねな

い。ICT 関連人材にフォーカスしたものではない

ものの、失業者のうち１カ月間で就職できる人数

の割合をみると、わが国は米国やスウェーデンな

どに比べて大きく下回っていることから、わが国

の労働市場におけるマッチングの効率性は著し

く低いと言える（図表８）。こうした状況の改善

に向けて、わが国では、職務・スキル別の賃金情

報が少しずつ蓄積されつつあるものの、未だ一部

の職業に限定されるなど、職業・賃金情報の見え

る化は十分に進んでいない。また、厚生労働省が

 
19 現状では、わが国の職業教育訓練への公的支出は他国に比べ小規模にとどまっている。OECD.Stat で訓練プロ

グラムへの公的支出（GDP 比、2012～2016 年平均）をみると、スウェーデンが 0.13％、ニュージーランドが

0.11％に対して、わが国は 0.01％となっている。なお、関谷（2019）は、OECD の同支出金額は過少と指摘してい

るが、実情を踏まえた支出金額を用いてもわが国が小さい姿は変わらない（わが国の公共職業訓練政策における

2015 年度支出額＜関谷（2019）p.83 より抜粋＞1,776 億円÷2015 年度名目 GDP5,327,860 億円×100＝

0.033％）。 
20 ニュージーランドなどでは、質を担保するために、民間の職業教育訓練プログラムの内容を査定して、しかるべ

き国家資格を認定する公的機関が存在する。詳細は安井（2020）を参照。 
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（資料）内閣府（2016）第２－１－９図（２）より抜粋。

（注）新規雇用者数を求人数（欠員数）と失業者で説明するマッチ

ングモデルをOLS推計することで算出。失業者と同数の求人数が

存在した場合に１カ月の間に失業者が雇用に結び付く割合。推計

期間は2008年１－３月期から2015年10-12月期。

（図表８）マッチングの効率性
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2020 年３月 19 日に運用を開始した職業情報提供サイト（日本版 O-NET）においては、幅広い職業

が対象とされているものの、賃金情報が各職業の平均年収額しか掲載されていない21など、転職希望

者や求職者にとって必要な情報が不足しているのが実情である。今後、職業別・スキル別の賃金分

布などを充実させていくことが望まれる。 

第３に、職務・スキルに応じた賃金設定の一般化である。わが国ではメンバーシップ型雇用のも

と、年功型賃金が未だに維持されている。とりわけ大企業では、40 歳代後半から 50 歳代にかけて賃

金が労働生産性を上回る状況が続いている。こうした状況下、大企業で人事ローテーションによっ

て自らのスキルを活かせない職務に就いていても、中高年従業員は金銭面で社外に自分のスキルを

活かせる機会を探すインセンティブに乏しくなっている。また、高いスキルを有する ICT の専門家

であっても、年齢が若ければ、年功型賃金制のもとで求人企業からは職務・スキルに見合わないよ

うな低賃金しか提示されない結果、転職を諦めるということも多い。そもそもデジタル化の進展に

伴い経済構造が大きく変化するなか、様々な事業を抱える大企業でも新卒で一括採用した人材だけ

で変化に十分に対応していくことが困難となっているほか、労働者側も、定年まで現在の企業が存

続するかどうか、またスキルアップに合わせて賃金が上がっていくのかどうかについて確信がもて

なくなっている。これを踏まえると、年功賃金制度を撤廃し、職務・スキルに見合った賃金設定を一

般化していくことが、ICT 人材の採用拡大にとっても重要と考えられる。 

もっとも、上記のような ICT 人材の育成策を実行しても、デジタル化によって減少が見込まれる

「自動車運転従事者」や「販売店員」、「ビル・建物清掃員」をすべて ICT サービスの専門家に転換

していくことは極めて困難とみられる。現実的には、ICT サービスの専門家の不足は、大学・大学院

教育や職業教育訓練による、若・中年層を中心とした専門家の育成で補いつつ、減少が見込まれる

「自動車運転従事者」や「販売店員」、「ビル・建物清掃員」の雇用者は、スキルの関連性が高く、ま

た少子・高齢化で需要の増加が期待できる「医療・福祉」や「対個人サービス」などにシフトしてい

くのが実現性の高い動きといえるだろう。こうした現状を踏まえると、デジタル化を推進化してい

くにあたって、ICT 人材の育成のみならず、デジタル化によって失われるリスクの高い労働者に対

し、転職支援などきめ細かいサポートも行っていく必要があるだろう。 

 

                                                                               以 上  

 
21 平均年収額すら掲載されていない職業も散見。 
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BOX．CGE モデルについて22 

１．概要と活用状況 

 CGE モデルとは、輸入関税率や消費税率の変更といった経済政策の策定やその評価のための数値

分析を行うモデルである。多部門一般均衡モデルの数値解をシミュレートすることで、産業別の生

産量や雇用量、さらには一国の GDP 等がどの程度増減するのかについて分析できる。 

諸外国では、1970 年頃から先進国の租税・貿易問題や途上国の所得分配問題などが分析されてき

たが、最近では、中国の環境税が GDP や工業部門に与える影響（Li and Masui 2019）や北イタリア

の洪水が地域経済に与える影響（Carrera et al. 2015）、南西スペインでの水利権の再取得が地域経済

や農業に与える影響（Pérez-Blanco and Standardi 2019）、バリ島爆弾テロによる観光客の減少がイン

ドネシア経済に与えた影響（Pambudi et al. 2009）など幅広いテーマの分析に活用されている。 

わが国でも、内閣府経済社会総合研究所が、日本環境 CGE モデルを開発し、エネルギーや環境政

策が経済に与える影響などを様々な観点から分析している（武田他 2012; 伴 2011; 増淵 2011）。ま

た、内閣官房（内閣官房 TPP 政府対策本部 2015; 内閣官房 2013）は、関税撤廃や環太平洋パート

ナーシップ（TPP）協定が発効した場合に日本経済に与える影響を試算したほか、日本経済研究セン

ター（Yane and Nishioka 2019）は米国トランプ政権の保護主義的な通商政策がわが国経済や世界経済

に及ぼす影響について分析している。このほか、大学の研究者を中心に東日本大震災に伴う電力危

機が製造業に与える影響や外国人労働者受け入れの影響といった産業・労働政策の評価にも活用さ

れている（Saito, Kato and Takeda 2017; Hosoe 2014）。 

２．分析上の利点と限界 

 CGE モデルは日々発展しており、従来、分析の限界とされていたことがモデルの拡張によって改

善されているケースもあると考えられるが、ここでは本稿で用いた標準的な CGE モデルに関する利

点と限界を整理したい。 

利点としては、第１に、産業間の波及効果を測定できる点である。１産業にフォーカスした部分

均衡分析では、他部門の経済主体の相互依存関係を通じた影響を捉えることはできない。一方、CGE

モデルでは、多くの産業を明示的にモデル化しているため、ある産業に生じた政策変更の影響が、

他の産業に影響を及ぼす状況や、これを踏まえた経済全体への影響を分析できる。第２に、価格変

化を伴う経済政策について分析できる点である。逆行列係数を用いた産業連関分析では、関税率や

間接税率の変化といった価格に影響を与えるような経済政策の分析は困難である。第３に、１時点

のデータがあれば分析できる点である。長期間の時系列データを必要とする計量経済モデルと異な

り、基準年の SAM データを用意できれば CGE モデルを推計できる。 

 一方、限界として、第１に、動学的な分析ができない点がある。基準時点のデータが均衡状態にあ

ると仮定してモデルを構築したうえで、当初の均衡と政策変更後の均衡状態を比較することによっ

て政策変更の影響を計測する比較静学のアプローチをとるためである。第２に、インフレなどの名

目変数の影響を取り入れられない点がある。実物経済のみが分析対象であり、生産物や生産要素の

相対価格しか求められない。第３に、パラメーターには計量経済学的な裏付けがないことがある。

このため、推計に利用するデータの基準年が異常な年であった場合、現実的な結果が得られないと

いうリスクがある。 

 
22 浦田（1990）、細江・我澤・橋本（2004）、川崎（2016）を参考にした。 
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（資料）総務省、内閣府を基に日本総研作成 
（注）単位合成生産要素需要は１単位の生産に占める資本・労働の合成生産要素の割合。効用関数のパラメーターは自然対数変換し 60
を加えた値。なお、鉱業、鉄鋼は家計消費がマイナスであるため、ゼロに設定。建設の家計消費はゼロ。 
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（参考図表２）効用関数のパラメーター（選好の強さ）
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（参考図表３）政府消費の産業別シェア
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補論．本稿で推計した CGEモデルの全体像 

１． 部門 

（１）内生部門 

内生部門は 36 部門（農林漁業、鉱業、飲食料品、繊維製品、パルプ・紙・木製品、化学製品、

石油・石炭製品、プラスチック・ゴム製品、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品、はん用

機械、生産用機械、業務用機械、電子部品、電気機械、情報通信機器、輸送機械、その他の製造工

業製品、建設、電力・ガス・熱供給、水道、廃棄物処理、商業、金融・保険、不動産、運輸・郵

便、情報通信、公務、教育・研究、医療・福祉、他に分類されない会員制団体、対事業所サービ

ス、対個人サービス、分類不明）に設定。 

なお、産業連関表の統合大分類（37 部門）のうち、仮設部門の事務用品はその他の製造工業製

品部門に統合。 

 

（２）付加価値部門 

付加価値部門は労働所得、労働税、資本所得、純間接税の４部門に設定。 

労働所得は、家計外消費支出と雇用者所得（社会保険料（雇用主負担）を除く）の和。 

労働税は社会保険料（雇用主負担）。資本所得は営業余剰と資本減耗引当の和。 

純間接税は間接税（関税・輸入品商品税を除く。）と（控除）経常補助金の和。 

労働所得税率と資本所得税率は以下のように、国民経済計算年報より推計。 

 

労働所得税率＝（家計の現実社会負担＋家計の追加社会負担＋所得に課される税）÷賃金・俸給 

      ＝（35,098＋1,995＋27,023）÷223,922 

      ＝28.6％（約 30％） 

 

資本所得税率＝（非金融法人企業の）所得に課される税÷営業余剰（総） 

      ＝13,939÷135,357 

       ＝10.3％（約 10％） 

 

（３）最終需要部門 

 最終需要部門は家計消費、政府消費、固定資本投資、輸出、輸入（控除）、関税（控除）の６部

門に設定。 

家計消費は家計外消費支出と民間消費支出の和。 

固定資本投資は国内総固定資本形成（公的）と国内総固定資本形成（民間）、在庫純増の合計。 

関税（控除）は（控除）輸入関税と（控除）輸入商品税の和。 

なお、消費税率は 2015 年の産業連関表を用いるため８％に設定。 
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２．均衡条件式23 

■単位費用関数 

  （国内で生産される財・サービス）  

 
 

𝑐𝑗 =∑𝑝𝑖
𝐴

36

𝑖=1

𝑎̅𝑖𝑗
𝑥 + 𝑝𝑗

𝑣𝑎𝑎̅𝑗
𝑣 

 

 

 

{𝑐𝑗} 

 （合成生産要素）  

 
 

𝑐𝑗
𝑣𝑎 = [∑(𝛽𝑓𝑗

𝑣 )
𝜎𝑗
𝑣

2

𝑓=1

[(1 + 𝑡𝑓𝑗
𝐹 )𝑝𝑓

𝐹]
1−𝜎𝑗

𝑣

]

1
1−𝜎𝑗

𝑣

 

 

 

 

 

{𝑐𝑗
𝑣𝑎} 

 （効用）  

 
 

𝑐𝑢 = [∑(𝛾𝑖)
𝜎𝑐

36

𝑖=1

[(1 + 𝑡𝑖
𝐶)𝑝𝑖

𝐴]
1−𝜎𝑐

]

1
1−𝜎𝑐

 

 

 

 

 

 

{𝑐𝑢} 

 （Armington 財）  

 
 

𝑐𝑖
𝐴 = [(𝛼𝑖

𝐴𝐷)
𝜎𝑖
𝐷𝑀

(𝑝𝑖
𝐷)

1−𝜎𝑖
𝐷𝑀

+(𝛼𝑖
𝐴𝑀)

𝜎𝑖
𝐷𝑀

[(1 + 𝑡𝑖
𝑀)𝑝𝑖

𝑀]1−𝜎𝑖
𝐷𝑀
]

1

1−𝜎𝑖
𝐷𝑀

 

 

 

 

 

{𝑐𝑖
𝐴} 

 
23 均衡条件式は武田（2018）に全面的に依拠。式の導出については武田（2018）や細江・我澤・橋本（2004）を

参照。ただし、本稿に残された誤りは当然筆者の責に帰するものである。 

産業 j で１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 j で１単位生産するのに要する、産業 i の生産物の投入額（中間投入比率）（定数） 

産業 i での生産物に対する Armington 財価格（変数） 

産業 j で１単位生産するのに要する合成生産要素額 

（定数） 

産業 j での合成生産要素に対する価格（変数） 

産業 j で合成生産要素を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 j の生産関数における合成生産要素のウェイト（定数） 

産業 j での生産要素（資本・労働）間の代替の弾力性（定数） 

生産要素の価格（変数） 

産業 j で生産要素を投入した場合にかかる従価税率（ただし労働税のみ）（定数） 

効用を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

効用関数のウェイト（定数） 

消費財間の代替の弾力性（定数） 

消費税率（定数） 

産業 i での Armington 財価格（変数） 

産業 iで Armington 財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 i での Armington 統合（国内財と輸入財の統合）関数における国内財のウェイト（定数） 

産業 i での国内財・輸入財間の代替の弾力性（定数） 

産業 i での輸入関税率（定数） 

産業 i での Armington 統合関数における輸入財のウェイト（定数） 
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 （固定資本投資）  

 

𝑐𝐼𝑁𝑉 =∑𝑝𝑖
𝐴𝑎̅𝑖

𝐼𝑁𝑉

36

𝑖=1

 

 

 

{𝑐𝐼𝑁𝑉} 

 （政府消費）  

 

𝑐𝐺𝑂𝑉 =∑𝑝𝑖
𝐴𝑎̅𝑖

𝐺𝑂𝑉

36

𝑖=1

 

 

 

{𝑐𝐺𝑂𝑉} 

 

■単位収入関数 

  （国内向け、輸出向け配分）  

 
 

𝑟𝑖
𝐷𝐸 = [(𝛿𝑖

𝐸𝑆)
−𝜂𝑖

𝐷𝐸

(𝑝𝑖
𝐸)

1+𝜂𝑖
𝐷𝐸

+ (𝛿𝑖
𝐷𝑆)

−𝜂𝑖
𝐷𝐸

(𝑝𝑖
𝐷)

1+𝜂𝑖
𝐷𝐸

]

1

1+𝜂𝑖
𝐷𝐸

 

 

 

 

 

 

{𝑟𝑖
𝐷𝐸} 

 

■輸出財の価格と輸入財の価格 

  （輸出）  

 𝑝𝑖
𝐸 = 𝑝𝐸𝑋𝑝̅𝑖

𝐸𝑊 {𝑥𝑖
𝐸} 

 

 

 （輸入）  

 𝑝𝐸𝑋𝑝̅𝑖
𝑀𝑊 = 𝑝𝑖

𝑀 {𝑥𝑖
𝑀} 

 

 

 

 

 

為替レート（変数） 産業 iの輸出財の世界価格（定数） 

産業 iの輸入財の世界価格（定数） 産業 iの輸入財価格（変数） 

 

産業 i での国内向け、輸出向け配分活動における単位収入（変数） 

産業 i での配分ルール（変形の弾力性一定の関数）における輸出向けウェイト（定数） 

産業 i での輸出財価格（変数） 産業 i での国内財価格（変数） 

産業 i での国内向けと輸出向け財の変形の弾力性（定数） 

産業 i での配分ルール（変形の弾力性一定の関数）における国内向けウェイト（定数） 

固定資本投資財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 
産業 iへの固定資本投資需要（定数） 

（固定資本財の単位生産に要する産業 i の生産物の投入） 

政府消費財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 
産業 iへの政府消費需要（定数） 

（政府消費財の単位生産に要する産業 i の生産物の投入） 

産業 iの輸出財価格（変数） 

為替レート（変数） 

産業 i での Armington 財価格（変数） 
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■利潤最大化条件 

  （国内で生産される財・サービス）  

 
 

𝑐𝑗 = (1 − 𝑡𝑗
𝑦
)𝑝𝑗

𝑦
 

 

 

 

{𝑦𝑗} 

 （合成生産要素）  

 
𝑐𝑗
𝑣𝑎 = 𝑝𝑗

𝑣𝑎 

 

 

{𝑣𝑗
𝑎} 

 （国内向け、輸出向け配分）  

 
𝑝𝑗
𝑦
= 𝑟𝑗

𝐷𝐸 

 

{𝑦𝑗
𝐷𝐸} 

 （効用）  

 𝑐𝑢 = 𝑝𝑢 
 

{𝑢} 

 （Armington 財）  

 𝑐𝑖
𝐴 = 𝑝𝑖

𝐴 
{𝑞𝑖

𝐴} 

 

 （固定資本投資）  

 𝑐𝐼𝑁𝑉 = 𝑝𝐼𝑁𝑉 

 

{𝑞𝐼𝑁𝑉} 

 （政府消費）  

 𝑐𝐺𝑂𝑉 = 𝑝𝐺𝑂𝑉 

 

{𝑞𝐺𝑂𝑉} 

 

 

 

 

産業 j の従価税率（純間接税）（定数） 

産業 j の財価格（変数） 産業 j で１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 j で合成生産要素を１単位生産するのにかかる費用（変数） 産業 j で用いる合成生産要素の価格（変数） 

効用の価格（変数） 

固定資本投資財の価格（変数） 

政府消費財の価格（変数） 

産業 j での国内向け、輸出向け配分活動における単位収入（変数） 

産業 i で Armington 財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

固定資本投資財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

政府消費財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 
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■単位需要関数 

  （生産要素）  

 
 

𝑎𝑓𝑗
𝐹 = [

𝛽𝑓𝑗
𝑣 𝑐𝑗

𝑣𝑎

(1 + 𝑡𝑓𝑗
𝐹 )𝑝𝑓

𝐹]

𝜎𝑗
𝑣

 

 

 

 

 

{𝑎𝑓𝑗
𝐹 } 

 （家計消費）  

 
 

𝑎𝑖
𝑑 = [

𝛾𝑖𝑐
𝑢

(1 + 𝑡𝑖
𝐶)𝑝𝑖

𝐴]

𝜎𝑐

 

 

 

 

 

{𝑎𝑖
𝑑} 

 （国内財）  

 
 

𝑎𝑖
𝐴𝐷 = [

𝛼𝑖
𝐴𝐷𝑐𝑖

𝐴

𝑝𝑖
𝐷 ]

𝜎𝑖
𝐷𝑀

 

 

 

 

 

{𝑎𝑖
𝐴𝐷} 

 （輸入財）  

 
 

𝑎𝑖
𝐴𝑀 = [

𝛼𝑖
𝐴𝑀𝑐𝑖

𝐴

(1 + 𝑡𝑖
𝑀)𝑝𝑖

𝑀]

𝜎𝑖
𝐷𝑀

 

 

 

 

 

{𝑎𝑖
𝐴𝑀} 

 

 

 

産業 j での合成生産要素の生産における各生産要素のウェイト（定数） 

産業 j での生産要素間の代替の弾力性 
（定数） 

生産要素の価格（変数） 
産業 j の１単位の合成生産要素に対する各生産要素比率 

（生産要素 fへの単位需要）（変数） 

産業 j で合成生産要素を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

１単位の効用を保つのに要する産業 i の 
生産物の投入量（単位補償需要関数）（変数） 

効用を１単位生産するのにかかる費用（変数） 
産業 iの財に対する効用関数のウェイト（定数） 

消費財間の代替の弾力性（定数） 

産業 j で生産要素を投入した場合にかかる従価税率（ただし労働税のみ）（定数） 

産業 i での生産物に対する Armington 価格（変数） 

産業 iの国内財への単位需要関数（変数） 
産業 i での国内財価格（変数） 

Armington統合における国内財のウェイト（定数） 産業 i で Armington 財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 i での国内財・輸入財間の代替の弾力性（定数） 

産業 iの輸入財への単位需要関数（変数） 
産業 i での国内財価格（変数） 

Armington統合における輸入財のウェイト（定数） 産業 i で Armington 財を１単位生産するのにかかる費用（変数） 

産業 i での国内財・輸入財間の代替の弾力性（定数） 

産業 i での輸入関税率（定数） 
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■単位供給関数 

  （輸出財）  

 
 

𝑎𝑖
𝐸𝑆 = [

𝑝𝑖
𝐸

𝛿𝑖
𝐸𝑆𝑟𝑖

𝐷𝐸]

𝜂𝑖
𝐷𝐸

 

 

 

 

 

{𝑎𝑖
𝐸𝑆} 

 （国内財）  

 
 

𝑎𝑖
𝐷𝑆 = [

𝑝𝑖
𝐷

𝛿𝑖
𝐷𝑆𝑟𝑖

𝐷𝐸]

𝜂𝑖
𝐷𝐸

 

 

 

 

 

{𝑎𝑖
𝐷𝑆} 

 

■市場均衡条件 

  （国内財①）  

 
𝑦𝑗 = 𝑦𝑗

𝐷𝐸 {𝑝𝑗
𝑦
} 

 

 （国内財②）  

 
 

𝑎𝑖
𝐷𝑆𝑦𝑖

𝐷𝐸 + 𝑧𝑖̅
ℎ = 𝑎𝑖

𝐴𝐷𝑞𝑖
𝐴 

 

 

 

{𝑝𝑖
𝐷} 

 （輸出向け財）  

 
 

𝑎𝑖
𝐸𝑆𝑦𝑖

𝐷𝐸 = 𝑥𝑖
𝐸 

 

{𝑝𝑖
𝐸𝑆} 

 （輸入）  

 
 

𝑥𝑖
𝑀 = 𝑎𝑖

𝐴𝑀𝑞𝑖
𝐴 

 

{𝑝𝑖
𝑀} 

   

産業 j の財生産 産業 j の国内向け、輸出向け配分活動 

産業 i での生産のうち、国内向けに供給される比率（変数） 

産業 iの Armington 財のうち、国内財需要比率（変数） 

産業 i財のうち、家計が初期保有する分（定数） 

（家計消費のうちマイナスの消費となっている産業（鉱業・鉄鋼のみ）について家計の初期保有分として処理） 

産業 i での生産のうち、輸出向けに供給される比率（変数） 
産業 iの輸出（変数） 

産業 iの輸入 産業 iの Armington 統合財のうち、輸入財需要関数 
（変数） 

産業 i での配分ルール（変形の弾力性一定の関数）における輸出向けウェイト（定数） 

 

産業 i での国内向けと輸出向け財の変形の弾力性（定数） 
 

産業 i での国内向け、輸出向け配分活動 

における単位収入（変数） 

 

産業 iでの輸出財の単位供給関数（変数） 

産業 i での国内財価格（変数） 

 

産業 i での国内財の単位供給関数（変数） 産業 i での国内向け、輸出向け配分活動 
における単位収入（変数） 

 

産業 i での国内財価格（変数） 

産業 i での国内向けと輸出向け財の変形の弾力性（定数） 

 

産業 i での配分ルール（変形の弾力性一定の関数）における国内向けウェイト（定数） 
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（Armington 財） 

 
 

𝑞𝑖
𝐴 =∑𝑎̅𝑖𝑗

𝑥 𝑦𝑗

36

𝑗=1

+ 𝑎𝑖
𝑑𝑢 + 𝑎̅𝑖

𝐼𝑁𝑉𝑞𝐼𝑁𝑉 + 𝑎̅𝑖
𝐺𝑂𝑉𝑞𝐺𝑂𝑉 

 

 

 

{𝑝𝑖
𝐴} 

 （合成生産要素）  

 
𝑣𝑗
𝑎 = 𝑎̅𝑗

𝑣𝑦𝑗 

 

{𝑝𝑗
𝑣𝑎} 

 （生産要素）  

 
 

𝑣𝑓 =∑𝑎𝑓𝑗
𝐹

36

𝑖=1

𝑣𝑗
𝑎 

 

 

{𝑝𝑗
𝐹} 

 （効用）  

 
 

𝑢 =
𝑚𝐷

𝑝𝑢
 

 

 

{𝑝𝑢} 

 （固定資本投資財）  

  

𝑞𝐼𝑁𝑉 = 𝑞̅𝐼𝑁𝑉 

 

 

{𝑝𝐼𝑁𝑉} 

  

 

 

 

 

生産要素 f（資本または労働）の賦存量 

家計の効用という「財」に対する需要 

中間財需要 

１単位の効用を保つのに要する産業 i 財の投入（単位補償需要関数）（変数） 

家計消費 固定資本投資 政府消費 

固定資本投資需要（変数） 

産業 iへの政府消費需要（定数） 
政府消費需要（変数） 

産業 j の生産に用いる合成生産要素（変数） 産業 j での１単位の生産に占める合成生産要素比率 

（定数） 

産業 j の単位合成生産要素に占める生産要素 fの比率（変数） 

産業 iへの固定資本投資需要（定数） 

効用の価格（変数） 

家計が消費に回す所得額 

固定資本投資需要（基準年固定、定数） 

 

固定資本投資需要（変数） 
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（政府消費財） 

 
 

𝑞𝐺𝑂𝑉 =
𝑚𝐺𝑂𝑉

𝑝𝐺𝑂𝑉
 

 

 

 

{𝑝𝐺𝑂𝑉} 

 

■貿易収支の定義式 

  （貿易収支①）  

 

𝑇𝑆 =∑𝑝̅𝑖
𝐸𝑊𝑥𝑖

𝐸

36

𝑖=1

−∑𝑝̅𝑖
𝑀𝑊𝑥𝑖

𝑀

36

𝑖=1

 

 

 

{𝑇𝑆} 

 （貿易収支②）  

  

𝑇𝑆 = 𝑇𝑆̅̅̅̅  
 

 

{𝑝𝐸𝑋} 

 

■税収と所得の定義式 

  （一括税以外の税収）  

  

𝑇𝐴𝐿𝐿 =∑∑𝑡𝑓𝑗
𝐹 𝑝𝑓

𝐹𝑣𝑓𝑗

2

𝑓=1

36

𝑖=1

+∑𝑡𝑖
𝑀𝑝𝑖

𝑀

36

𝑖=1

𝑥𝑖
𝑀

+∑𝑡𝑖
𝐶𝑝𝑖

𝐴𝑑𝑖 +

36

𝑖=1

∑𝑡𝑖
𝑦
𝑝𝑖
𝑦
𝑦𝑖 +

36

𝑖=1

∑𝑡𝑓
𝐼𝑁𝐶𝑝𝑓

𝐹𝑣𝑓

2

𝑓=1

 

 

 

 

 

{𝑇𝐴𝐿𝐿} 

 （政府の所得）  

  

𝑚𝐺𝑂𝑉 = 𝑇𝐴𝐿𝐿 + 𝑝𝐺𝑂𝑉𝜏𝐿𝑈𝑀𝑃 
 

 

{𝑚𝐺𝑂𝑉} 

   

 

 

産業 iの輸出財の世界価格（定数） 

産業 iの輸出財 

外貨表示の純輸出額（変数） 

産業 iの輸入財の世界価格（定数） 

産業 iの輸入財 

政府消費需要（変数） 

政府消費財価格（変数） 

政府所得（変数） 

外貨表示の貿易収支（基準年固定、定数） 

消費税 

生産要素税 輸入関税 

所得税 

一括税の水準 
（家計から一括税として取る財）（変数） 

生産税 

政府消費財価格（変数） 政府の所得（変数） 
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（家計所得） 

  

𝑚 = ∑(1 − 𝑡𝑓
𝐼𝑁𝐶)𝑝𝑓

𝐹𝑣𝑓

2

𝑓=1

+∑𝑝𝑖
𝐷

36

𝑖=1

𝑧𝑖̅
ℎ − 𝑝𝐺𝑂𝑉𝜏𝐿𝑈𝑀𝑃 

 

 

 

{𝑚} 

 （ＩＳバランス）  

  

𝑝𝐸𝑋𝑇𝑆 = (𝑚 −𝑚𝐷) − 𝑝𝐼𝑁𝑉𝑞𝐼𝑁𝑉 
 

 

 

{𝑚𝐷} 

 （一括税の水準）  

  

𝑞𝐺𝑂𝑉 = 𝑞̅𝐺𝑂𝑉 
 

 

{𝜏𝐿𝑈𝑀𝑃} 

 

３．前提条件 

生産要素（資本・労働）間の代替の弾力性（𝜎𝑗
𝑣）はすべての産業で 0.5、家計の消費財間の代替の

弾力性（𝜎𝑐）は 0.2に設定。国内財・輸入財間の代替の弾力性（𝜎𝑖
𝐷𝑀）はすべての産業で４、国内供

給と輸出供給の配分ルールである変形の弾力性（𝜂𝑖
𝐷𝐸）はすべての産業で４に設定。 

 合成生産要素の生産関数のウェイト（𝛽𝑓𝑗
𝑣 ）、効用関数のウェイト（𝛾𝑖）、Armington 統合における国

内財のウェイト（𝛼𝑖
𝐴𝐷）、Armington 統合における輸入財のウェイト（𝛼𝑖

𝐴𝑀）については、均衡条件式

の単位需要関数に、SAM データと上記で設定した弾力性を代入することで算出（価格は１に基準化）。

また、輸出向けウェイト（𝛿𝑖
𝐸𝑆）、国内向けウェイト（𝛿𝑖

𝐷𝑆）については、均衡条件式の単位供給関数

に、SAM データと上記で設定した弾力性を代入することで算出（価格、単位収入は１に基準化）。 

本稿で採用したシナリオについては、各産業で ICT サービスの中間投入比率（i＝ICT サービスの

ときの𝑎̅𝑖𝑗
𝑥）が 2015 年時点の２倍となり、同時に ICT サービスの増えた分だけ、他の産業の中間投入

比率が低下すると設定。なお、ICT サービスの中間投入比率を２倍にした後も、すべての産業におい

て売上に占める中間投入比率は不変。 

 

４．需要の価格弾力性 

本稿の CGE モデルにおける家計の効用関数𝑢は[∑ 𝛾𝑖
36
𝑖=1 𝑑𝑖

𝜎𝑐−1

𝜎𝑐 ]

𝜎𝑐

𝜎𝑐−1

（ただし、𝛾𝑖は産業 i の財に対す

る効用関数のウェイト（選好の強さを示す））、支出関数𝑒は𝑢[∑ 𝛾𝑖
𝜎𝑐36

𝑖=1 𝑝𝑖
1−𝜎𝑐]

1

1−𝜎𝑐と表せる。この時、

産業 i の補償需要関数ℎ𝑖は𝑢 [
𝛾𝑖𝑒

𝑝𝑖𝑢
]
𝜎𝑐

となることから、産業 i の補償需要の価格弾力性𝜀𝑖は、 

手取り 
（要素所得－所得税） 

家計が初期保有する財の売却収入 

政府消費需要（基準年固定、定数） 政府消費需要（変数） 

一括税 

家計の所得（変数） 

家計貯蓄 貿易収支 投資 

家計が消費に回す所得額（変数） 
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𝜀𝑖 =
𝜕𝑙𝑛ℎ𝑖

𝜕𝑙𝑛𝑝𝑖
= −𝜎𝑐 [1 −

𝛾𝑖
𝜎𝑐𝑝𝑖

1−𝜎𝑐

∑ 𝛾𝑘
𝜎𝑐𝑝𝑘

1−𝜎𝑐36
𝑘=1

]となる。ここで、価格がすべての産業 i で基準均衡値（𝑝𝑖 = 1）

のとき、
𝛾𝑖

𝜎𝑐𝑝𝑖
1−𝜎𝑐

∑ 𝛾𝑘
𝜎𝑐𝑝𝑘

1−𝜎𝑐36
𝑘=1

< 1であることから、効用関数のウェイトについて産業 i の方が産業 j よりも

大きいとき（𝛾𝑖 > 𝛾𝑗 ≥ 0）、産業 i の価格弾力性の絶対値|𝜀𝑖|は、産業 j の価格弾力性の絶対値|𝜀𝑗|より

も小さくなる（|𝜀𝑖| < |𝜀𝑗|）。つまり、効用関数のウェイトが大きい産業の方が、価格上昇に対して消

費需要が下落しにくくなる。 
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